
 

＜留意事項＞ 

 

【介護給付費算定に係る体制等状況一覧表の提出について】  

このたびの報酬改定に伴う新たな加算等の追加・廃止等について、介護サービス事業所は

「介護給付費算定に係る体制等状況一覧表」を指定権者に提出される必要があります。  

正確な届出がされなかったり届出期限から遅れて届出された場合には、事業所台帳に不備が

生じたまま指定権者から国保連合会に提出されたり提出が審査に間に合わないなど、事業所台

帳不整備を起因に不当な請求の返戻等につながるおそれがあることから、介護サービス事業所

は指定権者が定める期限までに確実に届出されるよう留意願います。  

 

（１）届出様式、届出項目に関する留意点  

新たに追加された届出様式、届出項目等について報酬の算定上必要となる届出を行って 

ください。  

新たに追加された届出項目等のほかに既存の届出項目について算定要件が変更された 

ものについては改めて届出を行ってください。（詳細は次ページ以降）  

 

（２）提出期限  

４月及び６月の報酬算定に係る届出は、提出期限厳守にて指定権者へ提出してください。 

とりわけ新規指定事業所におかれては、準備期間を考慮のうえ早期の対応をお願いいた 

します。  

なお、４月の届出を提出される際に６月以降分も併せて提出されても差し支えありません。  

 

 

◆新川地域介護保険・ケーブルテレビ事業組合への提出期限  

令和６年４月改正分 令和６年４月１５日（月） 必着  

令和６年６月改正分 令和６年５月１５日（水） 必着  

※窓口提出・郵送のほか、メール（niikawakaigo@milale.ne.jp）による提出も可能です。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



既存のサービス事業所の届出留意事項（令和６年４月） 

R6.3.28事務連絡 介護保険事務処理システム変更に係る参考資料の送付について（確定版）  

Ⅰ-資料６（別紙）を抜粋加工 

 

 

 



 



 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



既存のサービス事業所の届出留意事項（令和６年６月） 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護、地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護、小規模多機能型居

宅介護、認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着型介護老人福祉施

設入所者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、介護予防訪問介護相当サービス、介護予防通所介護

相当サービス 

 

 

 

 

 

 

 


